
京都市公有財産及び物品条例の一部を改正する条例（平成２５年１２月２４日京都市条例

第  号）（行財政局財政部財産活用促進課） 

本市以外の者に対し，本市保有の公用又は公共の用に供する土地や建物（行政財

産）の使用を，本来の用途又は目的を妨げない限度において許可する場合の使用料の延

滞金（以下「本件延滞金」という。）の割合について，市税に係る延滞金の割合に合わ

せるとともに，近年の低金利の状況を踏まえ，市税条例において，当分の間，市税に係

る延滞金の割合を軽減することに準じ，当分の間，軽減することとしました。 

また，市税条例に合わせ，本件延滞金の徴収に係る端数計算の方法を定めることと

しました。 

このほか，本市が保有する土地や建物等（公有財産）の処分，貸付け等に関する事

項について，市長の諮問に応じ，調査し，及び審議していただく委員会を設置すること

ができる規定を設けました。 

  この条例は，平成２６年１月１日から施行します。 

  なお，本件延滞金に係る改正は，平成２６年１月１日以後の期間に対応する分につい

て適用し，同日前までの期間に対応する分については，従前の例によることとします。 
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 京都市公有財産及び物品条例の一部を改正する条例を公布する。 

  平成２５年１２月２４日 

京都市長 門 川 大 作 

京都市条例第  号 

京都市公有財産及び物品条例の一部を改正する条例 

京都市公有財産及び物品条例の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「第４章 雑則（第１３条・第１４条）」を 

 

 

 

第３条第１項中「行政財産」を「市長は，行政財産」に，「の納付」を「の納入」に，

「納付した」を「納入の」に，「１４．５パーセント」を「１４．６パーセント（納期限

の翌日から１月を経過する日までの期間については，年７．３パーセント）」に改め，同

条第３項中「盗難」を「不測の事故」に改め，「第１項の規定による」を削り，「減免す

る」を「減額し，又は免除する」に改め，同項を同条第５項とし，同条第２項の次に次の

２項を加える。 

３ 第１項の延滞金額を計算する場合において，その計算の基礎となる使用料の額に１，

０００円未満の端数があるとき，又はその使用料の額の全額が２，０００円未満である

ときは，その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

４ 前３項の規定により計算した延滞金額に１００円未満の端数があるとき，又はその全

額が１，０００円未満であるときは，その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

 第３条の２中「前条第３項」を「前条第５項」に，「減免する」を「減額し，又は免除

する」に改める。 

 第７条中「第３条第３項」を「第３条第５項」に，「減免する」を「減額し，又は免除

する」に改める。 

 第１４条を第１８条とする。 

 第１３条中「第３条第３項」を「第３条第１項若しくは第５項」に改め，同条を第１７

条とする。 

第４章を第５章とし，第３章の次に次の１章を加える。 

に改める。 

「第４章 委員会（第１３条～第１ 

 第５章 雑則（第１７条・第１８ 

６条） 

条） 」 
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   第４章 委員会 

（委員会） 

第１３条 市長は，公有財産の処分，貸付け等に関する事項について，市長の諮問に応じ，

調査し，及び審議させるため，委員会を置くことができる。 

（委員会の組織） 

第１４条 委員会は，それぞれ委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は，学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから，市長が委嘱し，

又は任命する。 

（委員の任期） 

第１５条 委員の任期は，２年以内においてそれぞれの委員会ごとに市長が定める期間と

する。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（秘密を守る義務） 

第１６条 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，同

様とする。 

附則第３項中「または」を「又は」に，「第２条第３項，第３条第２項」を「第２条第

４項，第３条第５項」に改める。 

附則に次の１項を加える。 

（延滞金の割合の特例） 

４ 当分の間，第３条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には，その年（以下この項において「特例基準割合適用年」という。）中に

おいては，年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特

例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合，年７．３パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合

が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パーセントの割合）とする。 

   附 則 

（施行期日） 



１ この条例は，平成２６年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の京都市公有財産及び物品条例の規定は，延滞金のうち平成２

６年１月１日以後の期間に対応するものについて適用し，同日前の期間に対応するもの

については，なお従前の例による。 

（行財政局財政部財産活用促進課） 


